
平成２４年度農林水産関係予算のポイント
○平成24年度予算は「食と農林漁業の再生元年予算」と位置づけ、「我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画」に基づく施策を集中展開。（計：1兆2,034億円<４次：1,574億円>）

【【戦略１戦略１】】持続可能な力強い農業の実現：７持続可能な力強い農業の実現：７,,６９７億円６９７億円<< ４次：８３９億円４次：８３９億円>> 【【戦略３戦略３】】エネルギー生産への農山漁村の資源の活用促進：３８億円エネルギー生産への農山漁村の資源の活用促進：３８億円 <<４次：２８億円４次：２８億円>>

○平成24年度予算は 食と農林漁業の再生元年予算」と位置づけ、 我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針 行動計画」に基づく施策を集中展開。（計：1兆2,034億円<４次：1,574億円>）
○今後、「基本方針・行動計画」に基づく施策を、地域との連携を図りつつ着実に実施し、食料自給率の向上をはじめとする食料・農業・農村基本計画等に定める目標の達成を目指す。

【地域農業マスタープランの策定】
人と農地の問題の解決に向け 集落 地域の話合いで決められる地域の中心となる経営体 そこへの農地集

農山漁村に豊富に賦存する土地、水、風、熱、生物資源等のエネルギー源を有効活用し、地域主導で再生
可能エネルギー電気を供給 （農山漁村再生可能エネルギー導入事業：12億円【新規】 <４次：28億円> 等 )

・新規就農を増やし、将来の日本農業を支える人材を確保する
・平地で20～30haの土地利用型農業を目指す

再生可能エネルギー比率を今後３年間で３倍に増加

人と農地の問題の解決に向け、集落・地域の話合いで決められる地域の中心となる経営体、そこへの農地集
積、地域農業のあり方等を記載した「地域農業マスタープラン」の作成を支援

（地域農業マスタープラン作成事業 ：７億円 【新規】 ＜４次：２億円＞）

【農地集積の推進】
【戦略４】森林・林業再生：１：１,,２６６億円２６６億円 <<４次：１４４億円４次：１４４億円>>

農林漁業成長産業化ファンド（仮称）の創設【新規】 （再掲）

【農地集積の推進】
戸別所得補償制度により、農地の受け手となり得る多様な経営体について、幅広く経営安定を図った上で、
以下の施策により、農地集積を加速化。これにより、平地で20～30ha、中山間地域で10～20haの規模の経
営体が５年後に耕地面積の大宗（８割程度）を占める構造を目指す
①実際 受 手となる経営体 対する規模拡大加算

【戦略４】森林 林業再生：１：１,,２６６億円２６６億円 ４次：１４４億円４次：１４４億円
木材自給率50%を目指し、森林・林業再生プランを推進する

集約化し計画的に搬出間伐を行う者への直接支払制度や丈夫で簡易な林業専用道の整備等を推進。集約化
施業に必要な活動に対する支援を実施

①実際に受け手となる経営体に対する規模拡大加算
②地域農業マスタープランに位置づけられた地域の中心となる経営体への農地集積に協力する者に対する
協力金の交付 （戸別所得補償制度：所要額6,901億円、農地集積協力金：65億円 【新規】）

水田の畦畔除去等による区画拡大を含め、ほ場の大区画化・汎用化を推進

施業に必要な活動に対する支援を実施
（森林管理・環境保全直接支払制度：314億円 <４次：29億円> 等）

森林・林業の再生に必要なフォレスターや森林施業プランナー、現場技能者を戦略的・体系的に育成
（森林・林業人材育成対策：61億円 <４次：44億円>）

（※ 中心となる経営体への農地集積を加速化する整備に重点化）
（農業体質強化基盤整備促進事業：220億円 【新規】 <４次：801億円> 等）

【新規就農の増大】
青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、以下の施策を実施。これにより、毎年２万人の青年就農

（森林 林業人材育成対策：61億円 <４次：44億円>）

【戦略５】水産業再生：１：１,,２１１億円２１１億円 <<４次：２０９億円４次：２０９億円>>
近代的・資源管理型で魅力的な水産業を構築する青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、以下の施策を実施。 れにより、毎年 万人の青年就農

者の定着を目指す
①就農前後の新規青年就農者への給付金の給付
②雇用就農を促進するための農業法人による実践的な研修に対する支援
③地域農業のリーダー人材の層を厚くする農業経営者教育の強化

資源管理に取り組む漁業者に対する収入安定対策及び燃油高騰等に対するコスト対策、漁船漁業の収益性向
上の取組への支援等を実施

（資源管理・漁業所得補償対策：438億円、漁船漁業・担い手確保対策事業：38億円 等 ＜４次：138億円＞）
③地域農業のリ ダ 人材の層を厚くする農業経営者教育の強化

(新規就農総合支援事業：136億円 【新規】 <４次：23億円>)

女性の能力の積極的な活用（農林水産施策における女性優先枠の設定（90億円の１割程度）や女性経営者相
互のネットワ ク構築等を支援：２億円 【新規】）

漁村の６次産業化を通じた産地の水産業の強化。流通拠点漁港における高度衛生管理対策や水産資源の回
復対策の推進 （強い水産業づくり交付金：45億円 <４次：71億円>、水産基盤整備事業：690億円）

【戦略６】震災に強い農林水産インフラの構築 [復興]１１ ５１６億円５１６億円互のネットワーク構築等を支援：２億円 【新規】）

＜水産業の復興＞
【【戦略２戦略２】】６次産業化・成長産業化、流通効率化：２６５億円６次産業化・成長産業化、流通効率化：２６５億円 <<４次：３５３億円４次：３５３億円>>

【戦略６】震災に強い農林水産インフラの構築：[復興]１１,,５１６億円５１６億円
農業・農村の復興マスタープラン及び水産復興マスタープラン等に基づき実施

【農山漁村の６次産業化、成長産業化】
６次産業の市場規模を５年後に３兆円、10年後に10兆円に拡大するため、
６次産業化事業者 の成長資本の提供や ンズオン支援を 体的に実施する農林漁業成長産業化フ

＜水産業の復興＞
被災拠点漁港の流通・防災機能の強化、地盤沈下対策等の実施 （水産基盤整備事業：250億円 等）

＜農業の復興＞
被災農業者が地域で行う復旧の取組への支援等や農業水利施設の耐震性の強化等を実施

「美味しい」「安全」「環境にやさしい」といった持ち味を再構築する

６次産業化事業者への成長資本の提供やハンズオン支援を一体的に実施する農林漁業成長産業化ファ
ンド（仮称）の創設：200億円（産投出資）【新規】＋100億円（産投貸付）【新規】

６次産業化の先達・民間の専門家（ボランタリー・プランナー、６次産業化プランナー等）を活用し、農林漁業
者等の経営改革を推進 等 （６次産業化総合対策：38億円 【新規】 <４次：108億円> 等）

被災農業者が地域で行う復旧の取組への支援等や農業水利施設の耐震性の強化等を実施
（被災農家経営再開支援事業：48億円、農業水利施設の耐震性の強化：255億円 等）

＜森林・林業の復興＞
海岸防災林の復旧・再生や復興木材の安定供給等の推進 （治山事業、森林整備事業：113億円 等）

者等の経営改革を推進 等 （６次産業化総合対策：38億円 【新規】 <４次：108億円> 等）

【国産農林水産物・食品の輸出戦略の立て直し】
農林水産物・食品の輸出額１兆円水準を平成32年までに実現するため
安全・品質管理体制や国別マーケティングの強化 等 （輸出促進対策：13億円 【新規】）

【戦略７】原子力災害対策に正面から取り組む：：[[復興復興]]４１億円４１億円

【日本農業の持ち味の再構築】
「美味しい」「安全」「環境にやさしい」といった持ち味を活かすため、環境保全型農業、農業生産工程管理
（GAP)や危害分析・重要管理点（HACCP）などの取組を実施（環境保全型農業直接支援対策：26億円 等）

【技術開発】

農林水産物等の安全を確保するため、都道府県の検査体制の整備の推進及び農畜産物・農地土壌等の
的確な検査を実施 （放射性物質による農畜産物等影響実態調査対策：７億円）

農林水産物等の放射性物質検査の結果等について、消費者等に適切な情報提供を行い、農林水産物へ
の不安感を払拭し、風評被害の防止に努力 （農産物等消費拡大推進事業：１億円）

【技術開発】
農林漁業の成長産業化に必要な先進的な技術の開発・実用化・普及を戦略的に推進

の不安感を払拭し、風評被害の防 に努力 （農産物等消費拡大推進事業 億円）
これまでの技術開発の成果等を踏まえ、農地・森林等の除染技術を確立

（農地・森林等の放射性物質の除去・低減技術の開発：２億円 等）

（※）各戦略毎の金額は、当該戦略に該当する主な事業（地域自主戦略交付金、沖縄振興一括交付金（仮称）及び東日本大震災復興交付金拠出後の計数）を集計。計数の積み上げには、所要額を含む。


